様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　2021年　　1月　　12日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）ぱそなぐるーぷ
                            一般事業主の氏名又は名称 株式会社パソナグループ
（ふりがな）なんぶ　やすゆき
                           （法人の場合）代表者の氏名 　　南部  　靖之 　         
住所　〒100-8228　東京都千代田区大手町2-6-2

法人番号　6010001114024　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	(1)パソナグループウェブサイト　IR情報
「自己株式の処分および株式売出並びに、親会社以外の支払い株主および主要株主の異動に関するお知らせ」
(2)パソナグループウェブサイト　News＆Topics
(株)パソナ顧問ネットワークと(株)パソナJOB HUBが組織を統合し、新生『株式会社パソナJOB HUB』誕生　
-働き方の概念を変える　新プラットフォームで「社会のあり方」を変革-

	公表日
	(1)2018年　5月　7日
(2)2020年　7月　30日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.pasonagroup.co.jp/Portals/0/resources/ir/pdf/20180507.pdf
https://www.pasonagroup.co.jp/news/index112.html?itemid=3563&dispmid=798

	記載内容抜粋
	人材ビジネスを取り巻く状況は、人手不足感を背景とした旺盛な人材需要が継続している。中長期的には、企業では、新たなテクノロジーの活用により生産効率の改善、新事業の創造が進行すると見込まれる。また、働く人々にとってはICT活用によるテレワークの普及や、シェアリングサービスの普及による個人の役務提供の機会が増加すると認識している。
上記の認識を踏まえ、経営ビジョンとしては、これらの変化に対応すべく、テクノロジーの活用による新たな人材活用方法の提案や人材育成に取り組むとともに、働きたいと願う全ての人々に自らの才能を活かして活躍できるよう働き方の改革を進める方針を公表している。
この経営ビジョンを実現するための具体的なビジネスモデルとしては、従来の働き方や人材活用の在り方の概念を変える新たなプラットフォームである「個人自立社会のプラットフォーム」を構築し、最適な才能を活用できる新たな人材活用の仕組みの提案と働き方の変革を促進していく。また、当社を通じて就業されている多くの皆様が、個人自立社会においても自律的なキャリア形成と実現ができるようサポートするための仕組みとして「キャリアステッププログラム」を開発した。現在、個人の登録データに加え、社会人基礎力（経済産業省）の測定と日本版O-NET(厚生労働省)のデータを活用し、より具体的なキャリアビジョン実現のためのサポート機能強化を進めている。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会において、決議した内容に基づき作成された文書である。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	2020年5月期　決算説明会資料

	公表日
	2020年　7月　20日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.pasonagroup.co.jp/Portals/0/resources/ir/data/presentation/2005_presen.pdf

	記載内容抜粋
	2021年5月期のグループ重点戦略の筆頭に「DXの推進」を掲げ、これを公表している。内容は下記のとおり。
1． 既存サービスの深化
テレワーク支援、オンライン研修、事業ポートフォリオの最適化
2． 新規サービスの拡充
グループ横断DX推進、デジタルマッチングの適用

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会での審議を経て、決算説明会にて発表した内容である



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	（1）パソナグループウェブサイト「パソナグループ 本社機能を分散、淡路島に移転開始」
https://www.pasonagroup.co.jp/news/index112.html?itemid=3593&dispmid=798
（2）パソナグループとベトナム ダナン市が連携　人材育成や産学連携を行う 『Awaji Da Nang Center』開設
https://www.pasonagroup.co.jp/news/index112.html?itemid=2903&dispmid=798

	記載内容抜粋
	（１）2020年9月、淡路島への本社機能一部移転を公表した。同時に、大型のデジタル拠点「DX・BPOセンター淡路」の立ち上げも公表したが、これは自社のDX推進戦略を進めるための体制整備の一環でもある。既存事業の深化と新しいサービスの提供拡充の両方を加速させる取り組みである。
（２）ダナン市と覚書(MOU)を締結し、IT分野における人材育成や産学連携を行う「Awaji Da Nang Center(淡路ダナンセンター）」を開設した。IT分野におけるベトナム人材の育成を行うほか、ダナン市と連携したサテライト拠点を運営し、国内外の教育機関と連携しグローバルな産学連携の構築を実施することを公表している。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	(1)パソナグループウェブサイト　IR情報
「自己株式の処分および株式売出並びに、親会社以外の支払い株主および主要株主の異動に関するお知らせ」
https://www.pasonagroup.co.jp/Portals/0/resources/ir/pdf/20180507.pdf

（2)パソナグループウェブサイト
「パソナグループ 本社機能を分散、淡路島に移転開始」https://www.pasonagroup.co.jp/news/index112.html?itemid=3593&dispmid=798

(3)日経コンピュータ掲載記事「CIOが望む」による発言
https://xtech.nikkei.com/atcl/nxt/mag/nc/18/020600003/101900035/

	記載内容抜粋
	（１）経営ビジョンの実現の向けた戦略を推進するため、自己株式の処分および当社株式の売り出しによる調達資金を決定し、これを新サービス構築又は社内基盤強化を目的としたITシステム投資やクラウドソーシング事業の拡大のためのシステム投資に充て、中長期的な収益力の強化のために役立てる方策を公表している。
（２）さらに、2020年9月に実施した本社機能の淡路島への一部移転と同時に、大型のデジタル拠点「DX・BPOセンター淡路」の立ち上げを公表した。ここでは自社の既存サービスのDXを深化させながら、新たにAI活用や顧客ごとに異なる給与計算業務を汎用的なクラウドサービスに移行すること等、社内のDX環境整備および外部向けサービスのDX強化に向けた新たな方法に着手する。
【非公表情報による補足】
2020年10月、当社グループ全体のITを管轄する、グループIT統括本部の名称を「グループDX統括本部」へ変更した。名称変更に先行し、2020年から3か年計画を既に策定済みである。守りのITからデジタルの活用に転じ、より業務効率と競争優位性を向上させ、新規事業の創出に向けた経営的主導を担う部門への転換が目的である。新たな活動として、当社グループ全社員を対象にDX実現への新たな挑戦を支援するためのリスキリング教育として「DX人材育成」を2021年1月より、同部門を管掌役員（CIO）が主導し開始する。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	決算説明資料　
2020年5月期　第1四半期業績概況

	公表日
	2021年　　10月　　15日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	2020年5月期　第1四半期業績概況
https://www.pasonagroup.co.jp/LinkClick.aspx?fileticket=6pBzXueg5vw%3d&tabid=100&mid=460

	記載内容抜粋
	戦略の達成度を測る指標は、現状では「売上高」、「営業利益率」等による業績評価である。
2020年5月期業績として公表した売上高は約796億円、営業利益は1.6%であったが、2021年5月期業績として公表した売上高は約857億円まで増加し、営業利益率も8.5%まで向上した。前年同期比の伸び率は371%増である。このような大幅な業績向上の理由には大型案件の受注が挙げられるが、大きく寄与したのは先のシステム投資により行ったインフラ環境を含む経営基盤整備に対して、外部から高い評価を得られたことである。システム投資は当社の競争力強化と深く紐づいており、戦略の達成に向けて着実に進歩していると評価することができる。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	(1）株主通信　　発信日：2020年　8月　
(2)グループ代表オフィシャルウェブサイト　
発信日：随時

	発信方法
	グループ代表は、以下２つの方法で情報発信を行っている。
(1)株主通信
https://www.pasonagroup.co.jp/Portals/0/resources/ir/info/pdf/13_tsusin.pdf
(2)パソナグループ代表オフィシャルウェブサイト
https://www.nambuyasuyuki.com/

	発信内容
	(1)株主通信では、個人自立社会のためのプラットフォーム構築のビジネスモデルを伝えるとともに、今期の重要戦略の筆頭に、「DXの推進」を掲げている。(2)当社グループ代表は自身のオフィシャルウェブサイトを開設しており、ブログ形式で、新たな活動の紹介を随時行っている。DXに関する取り組みについては、もれなく発信を行っている。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2018年　　6月頃　～　　　2021年　1月現在

	実施内容
	1.「DX推進指標」を用いた自己診断の実施と課題把握
2.取締役会、経営会議での課題把握
取締役会、経営会議に出席しており、新たなDX実現に向けた取り組みに対する検討、議論および意思決定を行っている。また、その他広くグループ内で利用されている情報システムの課題や新規開発の必要性についても議論されており、課題を把握している。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2015年　　12月頃　～　　　2021年3月現在

	実施内容
	2017年、情報セキュリティインシデント対応組織、PASONA-CSIRTを発足させており、有事の際に全社的な対応ができる状態を維持している。
・ISMガバナンス浸透のため、グループ内への情報セキュリティポリシー適用範囲拡大を進めるとともに、3か月1度、全社員を対象にした情報セキュリティ研修及びテストを実施し情報セキュリティの普及と意識を高める活動を実施中。また、海外拠点へのポリシー展開も実施。
[bookmark: _GoBack]・インシデント対応の強化に向けて、対応手順を文書化した上で、インシデンント対応訓練を実施している。
（例）標的型攻撃メール訓練
・社内に情報処理安全確保支援士　：0人
※ただし、情報セキュリティスペシャリスト（SC）：7名



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

